

































































範 に 存 在 し て い た 国 家 と 個 人 の 間 に 介 在 す る 中 間 団 体（corps
intermédiaire）であるコルポラシオンなどの特権的な社団が反結社法によ























る反結社法の役割に関する研究（ 1 ）」早稲田法学会誌第68巻 1 号　2017年　第 1 章
アンシャン・レジームの社団の概要　を参照。以下「フランス革命期における反結
社法の役割に関する研究（ 1 ）」と表記。

































































免許状の設定に関する］デクレ（ダラルド［d’Allarde］法）」比較法学 6 巻 2 号　
1971年　335頁。以下　中村紘一訳「テュルゴ勅令・ダラルド法」と表記。
（ 7 ）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements, 
et avis du Conseil d’État,A.GuyotetScribe,1831─1949,tome2,p.230.以下 J.─B.











































（12）　Archives parlementaires de 1787 à 1860,JérômeMavidaletEmileLaurent
（éds）,Centrenationaldelarecherchescientifique,1961─1èresérie,tome23,P199.　







































（20）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome3,p.22.
（21）　Ibidem.



































































った。1790年 2 月から92年 7 月にかけて、パリでは26の民衆協会の設立が
数 え ら れ た
（30）
。 代 表 的 な も の と し て は コ ル ド リ エ・ ク ラ ブ（Clubdes
（27）　Archives parlementaires,1èresérie,tome27,p.210.
（28）　柴田三千雄　岩波現代文庫『フランス革命』（岩波書店　2007年）125頁。
（29）　井上すゞ「ジャコバン独裁の政治構造（ 1 ）」国家学会雑誌1969年　82巻 3 ・ 4
号　175頁。
（30）　IsabelleBourdin,Les sociétés populaires à Paris pendant la Révolution,
SociétéduRecueilSirey,1937,pp.418─420.（巻末の一覧表）









































































「フランス革命における社団解体の理念」早稲田法学会誌第66巻 2 号　2016年　第 2
章　中間団体の禁止─『社会契約論』を中心に　を参照。
（38）　RaymondeMonnier,L’espace public démocratique : essai sur l’opinion à Paris 
de la Révolution au Directoire,ÉditionKimé,1994,p.42.
190　　早法 94 巻 4 号（2019）
者が出た1791年 7 月17日の「シャン・ド・マルスの虐殺」を経て、91年憲































































（42）　Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative de la France d’ancien régime,
LibrairieduRecueilSirey,1938,p.292. 以下 Fr.Olivier─Martin,L’organisation 
corporative de la France と表記。
（43）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome3,p.374.
（44）　Archives parlementaires,1èresérie,tome31,p.397.













































































































（53）　Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative de la France,p.67.
（54）　Ibid.,p.70.
（55）　Ibid.,p.77.




































（60）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome6,p.131.
（61）　A.de.Mirimonde,Manuel pratique des assurances,Payot,1928,pp.194─195.





























（62）　AlbertSoboul,Les sans─culottes parisiens en l’anⅡ histoire politique et sociale 





































団」を構成していない。（Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative en France,
pp.25─26.）
（66）　Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative en France,pp.25,28.
（67）　オリヴィエ・マルタン　塙浩訳『フランス法制史概説』（創文社　1986年）917頁。
































（68）　Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative en France,p.549.











































































































（79）　HenryMichel,L’idée de l’État, essai critique sur l’histoire des théories sociales 
et politique en France depuis la Révolution,Fayard,2003,p.103.
（80）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome 3 p.241.
（81）　Ibid.,tome5,p.352.
（82）　Ibid.,p.353.





































































Collection complète des lois,tome8,p.241.）この解釈を巡って民衆協会の禁止が憲
法に適合するかが論議される。


































































（95）　JeanGuillaumeLocré,La législation civile, commerciale et criminelle de la 
France, ou commentaire et complément des codes français,TreutteletWürtz,1832,










































（101）　PaulNourrisson,Histoire de la liberté d’association en France depuis 1789,
SociétéduRecueilSirey,1928,tome1,p.186.以下 PaulNourrisson,Histoire de la 
liberté d’association en France と表記。




































（105）　JacquesLéonGodechot,Les institutions de la France sous la Révolution et 
l’Empire,PressesUniversitairesdeFrance,1985,p.483.
（106）　Ibid.,pp.483─485.





































































（111）　JeanMorange,La liberté d’association en droit public français,Presses
UniversitairesdeFrance,1977,p.32.以下JeanMorange,La liberté d’association 
en droit public と表記。
（112）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome12,p.251.
（113）　JeanMorange,La liberté d’association en droit public,pp.39─40.
（114）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome12,pp.250─253.












































































（121）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome6,p.394.




































































（128）　JeanGuillaumeLocré,La législation civile, commerciale, et criminelle,
tome31,p.16.
（129）　Ibid.,p.61.





















































































































218　　早法 94 巻 4 号（2019）
なすべての問題の解決という役割を担うべき唯一の存在となる。つまり、
国家は「万能」の国家というポジティブな存在として措定され、そうした
ものとして実現が目指されることになる。
　テルミドールのクーデターを転回点として、左右の「反革命」から「革
命の成果」を防衛しつつ革命による新たな制度・秩序と現実との調整を図
る「収拾期」に入ると、「展開期」には伏在していた公序の維持という理
念が顕在化し、中間団体の解体→国家の増殖→政治的領域における公の事
柄の国家による独占→公序の維持というメカニズムの働きが強まってい
く。時の政治的状況により差はあるものの、基本的に反結社法は公序の維
持の名の下にそれを脅かす恐れのある民衆協会などの政治性をもった結社
を禁止するものとなり、公序に異を唱えるものへの抑圧手段となってい
く。一方、こうした動きを「個人」の形成という視点から見た場合、中間
団体の解体は自律的個人の創出へと向かう一方向のベクトルだけではな
く、「公共圏」的性格の民衆協会など自律的個人の形成を促すアソシアシ
オンを解体し、国家対個人という新たな抑圧構造を生み出す反対方向のベ
クトルも含むことに留意しなければならない。
　ブリュメール18日のクーデターにより統領政府が樹立避されると、第一
統領となったナポレオンは「新秩序の確立」を掲げ政治的領域の結社を徹
底的に弾圧する。1810年の刑法典に至って、こうした動きは一定の完成に
至る。1810年の刑法典第291条～第294条の体制では、アソシアシオンに対
する禁止・規制の基準は法律によるのではなく「公権力の意にかなう」こ
とが「基準」とされ、公権力は状況に応じてあらゆるアソシアシオンを意
のままに取り締まることが法的に可能となる。
　コアリシオン禁止法の系統に関しても、ル・シャプリエ法の営業の自由
と中間団体否認の理念による労使双方のコアリシオン禁止から、アッシニ
アの用紙を製造する労働者のコアリシオンを争議のための集合という独自
の行為形態として禁止するデクレ、禁止を製紙業全体に広げるアレテ、全
業種の労使双方のコアリシオンを禁止するが労使間で刑罰に明らかな差が
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ある法律を経て、使用者側のコアリシオン禁止規定はあるものの、労働者
のコアリシオンは「良き秩序」への脅威となるとして公序の維持の観点か
ら労働者側への刑罰がより強化され、労働者のコアリシオン禁止に完全に
重点が移行する1810年の刑法典第415条・第416条の体制に至る。
　以上で述べた1810年の刑法典の体制が、二月革命後の一時期を除き1901
年法によりアソシアシオンが個人間の契約として認められるまで百年近く
に渡って続く中間団体政策の基本となる。政治的結社と労働者のコアリシ
オンという対象の違いはあるものの、1810年の刑法典に至って中間団体禁
止法とコアリシオン禁止法という二つの反結社法の系統は、国家が創り出
す政治的・経済的・社会的秩序の維持すなわち公序の維持という目的に収
斂していく。しかし、そこには国家の在り方や国家が担うべき役割などに
関する言説といった「国家像」を見出すことはできない。社団に代わって
社会の諸領域で増殖しあらゆる問題を解決していく存在という革命の「展
開期」における「国家像」は、革命による「混乱」への恐怖を背景に国家
が創り出した公序の維持に切り縮められ、その結果としての治安の維持と
いう要素が残るだけとなる。国家は、創出されるべき積極的な存在から防
衛すべき消極的な存在へと変貌していく。一方、社団＝中間団体の解体に
より析出された個人は、中間団体という「緩衝装置」なしに国家権力と直
接対峙することになり、圧倒的に強力な国家とばらばらの個人という二極
構造が生み出される。こうした構造の下で、公序に異議を申し立てる個人
が集団を形成し政治的勢力となることを未然に防ぐという形で、国家は抑
圧的機能というネガティブな要素を強めていく。
